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はじめに

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構において、「エネルギー消費の効

率化等に資する我が国技術の国際実証事業」の個別実証事業は、２０１５年度に実施された

行政事業レビューの結果を踏まえて、全件事後評価を実施することとなった。当該評価にあ

たっては、評価部が評価事務局として協力し、被評価案件ごとに当該技術等の外部専門家、

有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会の下に設置し、独立して評価を行うこ

とが第４７回研究評価委員会において承認されている。

本書は、「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／インド共和国

（印国）におけるスマートグリッド関連技術に係る実証事業」の個別テーマの事後評価に係

る報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき、研究評価委員会

において設置された「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／イン

ド共和国（印国）におけるスマートグリッド関連技術に係る実証事業」個別テーマ／事後評

価分科会において確定した評価結果を評価報告書としてとりまとめたものである。

２０２０年１月

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

研究評価委員会「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／

インド共和国（印国）におけるスマートグリッド関連技術に係る実証事業」

個別テーマ／事後評価分科会
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審議経過

● 分科会（２０１９年１０月１日）

公開セッション

１．開会、資料の確認

２．分科会の設置について

３．分科会の公開について

４．評価の実施方法について

５．事業の概要説明

非公開セッション

６．事業の詳細説明

公開セッション

７．まとめ・講評

８．今後の予定、その他

９．閉会
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第 1 章 評価 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。
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１．総合評価

今後の経済発展による電力需要の大きな伸びが見込まれるインドにおいて、日本のス

マートグリッド技術を活用した本事業の意義は大きい。同国の厳しいビジネス環境の下

で、現地の事情を踏まえつつ適切な実施体制により遂行したことで、技術的・商業的損

失率の低下や、電力供給の安定性の改善など、対象地域における問題解決に大きく貢献

したといえる。

スマートグリッド実証については、複雑な配電網内にスマートメータを 11,000 台設置

し、信頼性の低い通信インフラでも機能する電力制御監視システム（SCADA）を構築

し、停電低減、ピークカット及び柱上変圧器の故障低減といった品質向上を図った成果

は高く評価できる。キャパシティビルディングに関しても、トレーニングセンターの開

設や日本への技術者の招待・教育など、将来にわたって継続性のある成果が得られた。

一方、普及段階のコスト水準については、現地の要求レベルや工事業者の実力や競合

者など、リスク要素も踏まえた分析と方針の策定が十分行われているとの判断は難し

い。スマートメータについては、価格面において太刀打ちできない状況であり、ビジネ

スモデルとして実現可能性は低い。

事業実施地域の現状を考慮すると、スマートメータの導入、配電管理システムの高度

化の前に本質的に整備すべきことは多く、本事業を通じてインド側の認識を高めた上

で、日本との協力関係を構築することができれば良かった。

本事業終了後に現地の配電網に新たな技術が定着せず元のシステムに帰してしまうこ

とは避けなければならず、NEDO にはプロジェクトの成果が継続して定着しさらに発展

するような仕組みづくりを検討してほしい。

〈総合評価〉

・環境の異なる海外でのプロジェクトであり、難しい環境の中、十分な実証成果が得られ

たと評価できる。残念ながら、実証期間内には具体的なビジネス展開には至らなかった

が、これからのビジネスチャンスは大きいと期待されるため、本実証の知見を今後に活

かして欲しい。

・対象国となるインドの、日本の経済・外交における重要性は増す一方であり、長期的な

視野の下で友好関係を築くべき国であることはいうまでもない。加えて、同国における

電力インフラが発展途上であり、かつ配電部門における電力ロスの大きさは、最大の弱

点である。本事業は対象国が長年にわたって抱える課題に対して正面から取り組むもの

である。厳しいビジネス環境の下で、現地の事情を踏まえつつ、適切な実施体制により

遂行されたことで、実際に技術・商業損失率の低下や、電力供給の安定性の改善など、

対象地域における問題解決に、大きく貢献したといえる。また今後、急速な成長が予想

される市場に対して、本邦企業が参入していくうえで、本事業は重要なきっかけとなり

得ると評価できる。

・文化や風習の大きく異なるインドに於いて、現地の複雑な配電網内にスマートメータを

11000 台設置し、信頼性の低い通信インフラを使った電力制御監視システム（SCADA）
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を構築し、停電低減、ピークカット、柱上変圧器の故障低減といった品質向上を図った成

果は高く評価できる。また経営を圧迫している盗電対策の効果も定量的に把握され大きな

成果を上げた。キャパシティビルディングに関しても訓練センターの開設や日本への技術

者の招待・教育など、将来にわたって継続性のある成果が得られている。今後の日本のプ

ロジェクト展開の良い前例になると思う。

・日本とインドの電力事情が大きく異なっており、大変ご苦労されたと思うが、全体的に

は計画に沿って事業を進められたと評価する。その中で、日本側だけでは対策が困難な

ものも含めて、計画に対して得られた成果とともに、チャレンジしたからこそ明確にな

った課題も多くあると感じる。

・非常に難しい課題に取り組んでおり、NEDO による事業管理、実施企業の地道な努力の

成果が表れており、当初の計画を概ね達成できている。概ね当初計画を達成できたという

事実により、インド側との信頼関係を構築できたと考えられる。したがって、配電管理シ

ステムについては、今後の継続的な事業展開が期待でき、一定の成果が得られたと考えら

える。

〈今後への提言〉

・苦労した点、課題については知的財産の問題もあるかと思うが、極力オールジャパンで

共有できるようにすると共に、今後の事業につなげていくことが大事な点と思われるの

で、継続して取り組める仕組みを作って次に生かして頂きたいと期待する。

・スマートメータのように、個々の需要家に導入される製品については、価格勝負となるた

め、当初から今後の展開について困難が予想されたと考えられる。今後、長期的な信頼性、

実質的な実用性を入札条件に反映していくため、その必要性に対する理解を深めてもらう

ため、NEDO によるより一層の関与、働きかけが必要と考える。

・プロジェクトを実施した地域における配電系統の運用、料金徴収の現状を考慮すると、ス

マートメータの導入、配電管理システムの高度化の前に本質的に整備すべきことは多いと

感じる。本事業を通じて、本質的な問題の解決に通ずる今後の取り組みの必要性に関する

インド側の認識を高め、これに取り組むための日本との協力関係を構築することができれ

ばよかったのではないか。

・機器をアセンブリし制御して見せて終わるプロジェクトはもはや時代遅れである。運用ま

でしてみせることはもとより、キャパシティビルディングまで支援する必要がある。本プ

ロジェクト終了後に現地の配電網に新たな技術が定着せず元の混乱したシステムに帰し

てしまうことは避けなければならない。NEDO にはプロジェクトの成果が継続して定着

しさらに発展するような仕組みづくりを検討してほしい。授業や講演・講習などの学術交

流といったアカデミックアプローチも巧みに組み入れ、単純な価格競争に持ち込まれない

ようなビジネス戦略を試行するようなプロジェクトも検討してほしい。

・このプロジェクトの成果を広く内外に知らしめ、得られたノウハウを公表することも「成

果」であろう。スマコミフェアやスマコミサミット、日印協会の活動などで広く公表して

ほしい。
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・本実証の成果は、本分野における今後の展開に有用であると思われるため、可能な範囲

で報告書として成果を公開し、その知見を様々な活動に役立てることを期待したい。

・日本企業ならではの高品質のサービスであるが、価格競争力という点では、課題が残

る。長期的には市場の動向が変化することも考えられるが、とくにスマートメータにつ

いて、一定のサービスを低価格で提供することで市場を獲得している現地メーカーのビ

ジネスモデルについて、追随せずとも、研究を深め、戦略を練る必要があるのではない

か。本事業を通して得られた経験、ネットワークをさらに活用し、市場で確固たるプレ

ゼンスを得る努力の継続が望まれる。
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２．各論 
２．１ 事業の位置づけ・必要性について 

インドでは、今後の経済発展による電力需要の大きな伸びが見込まれ、供給インフラ

の整備が必要になっている。一方、停電時間が長いことや配電ロスが大きいことなどの

課題も顕在化しており、日本の技術を適用したスマートグリッドを構築する本実証事業

の意義は大きい。また、本事業は、同国でも最もハードルの高い地域で展開するもので

あり、日本の技術力やプロジェクト管理能力を示す上で、チャレンジングな選択をした

ことは評価に値する。 
日本の配電系統運用技術は、高い水準を誇るが、メーカー単独では相手国の電力イン

フラの構築・運用までは関与ができず、事業の公共性、潜在的な市場の大きさ及び同国

の制度環境や歴史的経緯に起因する外資新規参入の困難さからも、NEDO の関与は適切

であった。 
一方、インドにおけるスマートグリッドの導入は初期段階であり、近い将来の配電網

の品質やコスト面の競争力に日本の高度な技術が適合しているのか、見通しを明確にす

る工夫が望まれた。この事業で得られたインドの電気事業に関するノウハウを、将来に

わたり広く国内で共用できるような仕組みも検討すべきであった。 
 
〈肯定的意見〉 
・日本国内の配電系統運用技術は高い水準を誇るが、これまで輸出は低調であった。メーカ

ーやコンサル単独では相手国の電力インフラの構築・運用までは関与ができず、このプロ

ジェクトでの国および NEDO の組織的支援は不可欠であり、有効であったと評価できる。

インドにおける電力事業の最大の課題は料金回収システムの改善であったので、本プロジ

ェクトの必要性は高く、この難問に対して効果的な解を提示できたことは、高く評価でき

る。国情や文化による差異に関して不確実性が多いプロジェクトであったが、実際に配電

網を運用管理することで多くの知見が得られたことも大きな成果といえる。 
・今後も経済および電力需要の大きな伸びが期待できるインドを対象地域として、NEDO
の関与によってインド政府や現地配電会社の信用が得られ、実証事業が実現に至った点

は評価される。 
・改善すべき点はあるものの、単独の民間企業だけではチャレンジし難いと思われる事業

をやってみて、ノウハウを蓄積できた点は評価される。 
・インドは、電力需要の伸びが大きく、インフラ整備が必要になっていることに加え、停

電時間が長いことや配電ロスが大きいことなどの課題も顕在化しているため、我が国の

技術を適用したスマートグリッドの構築ニーズが高いと考えられ、本実証の必要性が認

められる。日本とインドは、これまでに築いてきた協力関係があり、海外における

NEDO 実証事業を行う相手国として適切であった。 
・人口が 13 億人を超え将来的に中国を抜いて世界一となることが予想されるインドにお

いて電力供給インフラ整備は重要課題である。本事業は、これに関わるスマートメー

タ、配電系統監視・制御技術の輸出を目指すものであり、日本政府の政策に一致してい
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る。 
・非常に多くのスマートメータを設置するにあたり、当初の計画に則して設置できたこと

については、NEDO の積極的な関与の成果であり、大いに評価でき、敬意を表する。 
・本事業は、インド側で企画された 14 プロジェクトのうち最もハードルの高い地域に参画

するものであり、我が国の技術力やプロジェクト管理能力を示す上で、チャレンジングな

事業を選択したことは評価に値する。 
・対象国インドにおけるインフラ事情の改善、省エネ・環境保全の点で、本事業の意義は大

きく、日印関係の緊密化に寄与するといえる。また、事業の公共性に加え、潜在的な市場

の大きさ、同国の制度環境や歴史的経緯に起因する外資新規参入の困難さから、NEDO の

関与は適切と判断したい。事業開始後に生じた様々な困難はおおむね採択時における予

測・仮定の範囲内であり、技術・商業損失率（AT&C ロス）の大幅な低下が示すように、

主目的は達成されたと判断できる。 
 
〈改善すべき点〉 
・実施者の獲得した技術的なノウハウに対しては守秘義務で保護を徹底すべきだが、キャパ

シティビルディングに寄与する成果、すなわち訓練センターやこのプロジェクトで得られ

たインドの電気事業に関するノウハウは、将来にわたり広く国内で共用できるような仕組

みがあると良かった。 
・インドにおけるスマートグリッドの導入は初期段階であり、調査・予測が難しいことは

理解できるが、スマートメータや SCADA 等の日本の技術が、現状（近い将来）のイン

ドの配電網の品質（工事等の技術力も含め）やコスト面の競争力に適合しているのか、

見通しが明確になっていない点では、インド側とさらにコミュニケーションを深めるな

どの工夫が望まれる。 
・インドはインフラ整備が発展途上であるため、最先端の技術を実系統に適用するには時

間を要すると予想される。このため、やむを得ないところではあるが、本実証事業の成

果は、すぐには、インフラ輸出などの経済的な協力関係につながりにくいと考えられ

る。 
・インフラ・システム輸出に関する見通しについては、必ずしも十分ではない点もある。

ただし市場の特性上やむを得ないと考える。 
・スマートメータの輸出については、単純な価格による評価では、日本の優位性を見出す

ことは難しい。長期的な信頼性、メータ情報管理の確実性などの評価軸を用いる必要が

ある。また、その必要性をインド側に認識してもらうための取り組みが不十分であった

のではないか。 
・作業の遅延が予想される中、もう少し早い段階で積極的な関与を行ってもよかったのでは

ないか。早い段階で関与を強めても、これを継続することは難しく、その意味では作業工

程を適切に管理できたと思われるが、今一歩の関与により、インド側の意識を変えること

で、今後につながる日本との信頼関係の更なる向上に寄与できればよかったのではないか。 
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２．２ 実証事業マネジメントについて 
機器納入にとどまらず電力インフラ（配電網）の供与協力が得られたことは非常に有

意義であり、実在の配電系統を対象に運用まで入り込んで実証できた成果は高く評価で

きる。トレーニングセンターやデータセンターの構築、工事の実施などに関して運用計

画、機器設置、運用制御、料金回収といった実務の全体について現地の適切な協力が得

られており、インド側と良好な関係が構築できた。 
日本とインドの両国が共同実施する体制を NEDO が主体となって構築し、実施が難

しい内容については適宜日本側から支援をするなど、実証を進めながら必要に応じて適

切なマネジメントを行ったことも評価できる。日本の技術をインドに普及させるため

に、日本での訓練やインドにおけるトレーニングセンターの設置を行ったことは、効果

的であった。 
一方、スマートメータや配電機器の工事、メータ情報管理など複数の点で現地企業の

技術力は不十分であった。これをインド側の分担としたことは妥当であったが、今後

は、業者の選定や工事品質の確保等について配電会社にもっと関われる仕組み・工夫が

必要である。 
 
〈肯定的意見〉 
・機器納入にとどまらず電力インフラ（配電網）の供与協力が得られたことは非常に有意義

であった。相手国の電力事業体制が脆弱であることはよく知られており、そのなかでのプ

ロジェクト運営は困難であったろうことは容易に想像できる。実在の配電系統を対象に運

用まで入り込んで実証できた成果は高く評価できる。また、何かと遅延しがちな相手国に

おいて期限内に成果が確認できたことはマネジメントが良かったことの証になろう。訓練

センターの現地建設も将来にわたり利用されれば価値が高い。運用計画、機器設置、運用

制御、料金回収といった事業・実務全体に関与して相手国との協力関係を構築できたこと

も高く評価できる。 
・日本とインド側の役割分担や、日本側の実施体制は妥当である。 
・事業を進めるのに必要な実配電系統の提供、トレーニングセンターやデータセンターの

構築、工事の実施などに関しての現地からの協力は、適切に行われていた。 
・データセンターやトレーニングセンターに関しては、適切な協力が得られており、イン

ド側と良好な関係が構築できている。 
・NEDO が主体となって、日本とインドの両国が共同実施する体制を構築したことは評価

できる。また、インド側で実施が難しい内容について、適宜日本側から支援をする体制

を取るなど、実証を進めながら、必要に応じたマネジメントを行ったことも評価でき

る。 
・日本の技術をインドに普及させるために、日本での訓練やインドにおける訓練センター

の設置を行ったことは、効果的な施策と考えられる。 
・実施体制について、役割に応じた適切な委託先、サイト企業によって構築されたものと

いえる。対象国においてスマートグリッドの導入は開始されて間もなく、またあえてチ
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ャレンジングな地域であるパニパットを選んだこともあり、不確実な要素も大きかった

と思われるが、委託先はサイト企業と良く協力し、状況に応じて柔軟に対応したと評価

できる。 
 
〈改善すべき点〉 
・分担ではインド側であるが、事業者の報告にあるとおり、スマートメータや配電機器の

工事、メータ情報管理など複数面で、現地企業の技術力は日本の感覚では不十分と思わ

れる。分担そのものは妥当と思われるが、工事業者の選定や工事品質の確保に関わる広

い点で、配電会社にもっと関われる仕組み・工夫が必要と思われる。 
・現地の作業者のレベルについて知見を得られたのは有意義であったが、今後の訓練や技

術力の向上に関して道筋をつけて欲しかった。通信インフラが脆弱であることが課題と

なっているが、通信基地局支援の NEDO プロジェクトもあった。今後のことではある

が、このような成果を有機的に結び付け、電力と通信の両インフラに相乗効果をもたら

すようなプロジェクト企画なども期待したい。 
・発想を変えて、現状の現地の技術力であっても、それなりに機能するシステムを低コス

トで開発するなどできれば、東南アジアの諸国やアフリカなども次の市場として視野に

入れられないだろうか。 
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２．３ 実証事業成果について  
スマートグリッド実証については、ハードとソフトの両面から日本の技術を導入した

ことによって、技術・商業損失の大幅な引き下げ、停電時間の削減など、具体的な数値

で明らかな成果が上がった。特に、供給信頼度と配電ロスについては、事業実施前より

も改善していることが数値で確認でき、用いた技術が有効であることが明らかとなっ

た。停電時間や配電ロスの改善については、実証に加えて改善提案も行っており、今後

の更なる向上につながるものとして高く評価したい。 
キャパシティビルディングでは、トレーニングセンターの形で支援が実現できた成果

は大きい。同センターを今後も継続的に利用することで、システム管理側の意識が向上

し現場スタッフにまで浸透することが期待でき、今後につながる本質的に有用な取り組

みであった。 
一方、本事業期間中にトレーニングを実施したという実績にとどまらず、長期的な視

点で継続的に研究者・技術者の資質向上を促すための仕組みを構築できればよかった。 
 

〈肯定的意見〉 
・ハードとソフトの両面から本邦の技術を導入したことで、技術・商業損失の大幅な引き

下げ、停電時間の削減など、具体的な数値で明らかな成果が上がっている。またこれら

はいずれも省エネ、あるいは環境負荷軽減に重要な貢献といえる。 
・本事業では、スマートメータの通信技術の実証、ピークロード低減技術の実証、配電系

統監視・制御技術の実証、配電ロス低減技術の実証、の 4 項目について、いずれも十分

な成果を得ている。 
・供給信頼度と配電ロスについては、数値により、実証前より改善していることが確認で

き、本実証で用いた技術が有効であることが明らかとなっている。 
・停電時間や配電ロスの改善について、今回のプロジェクトでは、実証に加えて改善提案

も行っている。これは、今後の更なる改善につながることが期待でき、高く評価した

い。 
・日本の配電技術を一部インドにおいて注入し、その性能を実証できたことは大きな成果と

いえる。また、キャパシティビルディングの支援も訓練センターの形で実現できた成果も

大きい。盗電防止の効果は電気事業の安定に寄与する点で大きな成果である。人的交流や

教育支援、作業者育成に関しても良い足掛かりができたといえる。 
・トレーニングセンターの設置は、インド側の意識向上を促す上で非常に有意義であり、

十分な成果が得られている。しかも、本センターを今後も継続的に利用することで、シ

ステム管理側の意識が向上し、これを末端の現場スタッフにまで浸透することが期待で

き、今後につながる本質的に有用な取り組みであったと考えられる。 
・配電管理システムの構築についても、日本で実績のある技術を現地の実情にあわせ適用で

きており、当初の計画を達成できている。その際、数値的に表現しにくい数々のノウハウ

が必要であると考えられることから、システムのメンテや更なる高度化において、今後も

継続的な関与が必要であり、その意味でも、よい成果が得られたと考えられる。 
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・事業の実施内容は全体的に計画に沿って行われており、成果についても目標をほぼ達成

している点は評価できる。 
・市場が大きくなると想定されるインドでの事業を進める上での課題が明確になったう

え、対策の方向性も示されている。 
 
〈改善すべき点〉 
・トレーニングセンターによる取り組みの効果は、長期的な視点から研究者・技術者の意識

改革を促すものである。したがって、本実証事業として改善すべき点と言うよりも、その

ような長期的な視点で考えるべき事業評価のあり方を検討すべきと考える。また、本事業

の実施者に対して強いて言えば、本プロジェクト期間中にトレーニングを実施したという

実績だけでなく、長期的な視点で継続的に研究者・技術者の資質向上を促すための仕組み

を構築できればよかったのではないか。 
・省エネ又は代エネ・CO2 削減効果という点からは定量的評価は難しいと思う。 
・このプロジェクトの成果を広く内外に知らしめて、得られたノウハウを共用するというこ

とも「成果」のひとつであろう。スマコミフェアやスマコミサミット、日印協会の活動な

どでのデモンストレーションなどの企画もしてほしい。 
・スマートメータの通信方式に関しては、課題解決に有効な方策が示されておらず、受け

身の状態と思われる。 
・配電監視制御関連（供給信頼度向上、配電ロス低減、変圧器故障率低減）では、結果に

対するインド側の今後の適用可能性について等の反応がもう少し示されているとなおよ

かった。 
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２．４ 事業成果の普及可能性  
日本の支援は、重厚長大なインフラ輸出から小規模のスマートグリッドや配電系統に

シフトする時代になっており、この点で本事業の狙いや視点は的を射ていたといえる。

配電網内に小さなスマートグリッドを構築しこれを有機的につなげていくアプローチに

より既得権を持つ欧州メーカーとの競合を回避することが可能であり期待できる。ま

た、現地法人も含めた実施可能な事業体制がすでに構築されていること及びスマートメ

ータの入札に参加したことは、実証成果を事業化するための具体的な行動であり、評価

できる。 
一方、普及段階のコスト水準については、現地の要求レベルや工事業者の実力や競合

者など、リスク要素も踏まえた分析と方針の策定が十分行われているとの判断は難し

い。スマートメータについては、価格面において太刀打ちできない状況であり、ビジネ

スモデルとして実現可能性は低く、競合他社のビジネスモデルについて、さらなる分析

が求められる。また、価格による評価では、不利となる状況はある程度予見されたこと

である。長期信頼性や実質的な実用性の観点からの入札評価の必要性についてインド側

の理解を得て、日本の優位性を発揮できる条件にする働きかけができればよかった。 
 

〈肯定的意見〉 
・国情や文化が違い、整備が遅れている電力インフラを持つインドにおいて、日本の配電系

統技術を導入し、運用して見せた成果は大きい。機器製造に関しても Make in India の
要請に従って現地生産する体制を組んだことも良い成果である。ただし、これで順調にビ

ジネスが展開できるというまでの見通しは得られておらず、依然コストは高く、競争他社

に打ち勝ち市場に入り込めるとは思えない。このプロジェクトの成果はこの足掛かりを構

築したことにあり、蒔いた種を育てていく仕組みも今後継続して仕掛ける必要があろう。 
・市場規模に関しては、現人口と今後のインドの経済成長を考慮すると、莫大な潜在力があ

るといえる。日本の支援も重厚長大なインフラ輸出から、小規模のスマートグリッドや配

電系統にシフトする時代になっており、この点からも当プロジェクトの狙いや視点は的を

射ていたといえる。配電網内に小さなスマートグリッドを構築しこれを有機的につなげて

いくアプローチは既得権を持つ欧州メーカーとの競合を回避することも可能であり期待

できる。 
・対象国において、スマートメータの適用は立ち上がりの時期であり、監視制御もニーズ

が大きいと思われ、市場の拡大が期待できる点は妥当と思われる。 
・現地法人も含め、実施可能な事業体制と思われる。 
・インド国内のスマートメータの入札に参加したことは、実証成果を事業化するための具

体的な行動であり、評価できる。 
・対象国におけるスマートメータ市場は例年 10％程度の成長が 5 年ほどは続くと予想され

ており、潜在的な需要は極めて大きい。適切な現地企業との関係を深め、普及体制は既

に構築されているといえる。中小企業優遇制度の利用など、対象国の支援制度を上手く

利用する工夫もみられる。 
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・配電管理システム、トレーニングセンターについては、個々の実情に応じたカスタマイ

ズが重要であり、事業実施者によるこれまでのノウハウの蓄積を生かすことができたと

考えられる。 
 
〈改善すべき点〉 
・普及段階のコスト水準について、現地の要求レベルや工事業者の実力、競合者などのリ

スク要素も踏まえた分析と方針の策定が十分行われているとは判断できない。 
・普及に至るまでの事業計画が、成功すると判断できるところまで明確になっていない。 
・省エネ・CO2 削減効果については、想定通りにいかない要因も多々考えられることか

ら、リスク要素も考慮して、いくつかのシナリオで評価するのが望ましい。 
・高品質・高価格のサービスであるゆえ、入札における競争力という点で現時点では難し

い面もある。競合他社のビジネスモデルについてはさらなる分析が求められる。 
・スマートメータについては、価格面においては太刀打ちできない状況であり、正直なと

ころ、ビジネスモデルとして実現可能性は低い。その意味では、ある程度の信頼性、機

能性をある程度犠牲にし、まずは最初の導入を実現し、その上で今後につなげるような

ビジネスモデルを考えてもよかったのではないか。 
・単に価格による評価では、不利な状況はある程度予見されたことであり、長期信頼性や実

質的な実用性の観点から評価の必要性について、インド側の理解を得ることができ、当方

の優位性を発揮できる入札条件を設定できればよかったと思われる。 
・スマートメータ市場では、未だ価格競争に打ち勝つ道筋が見えず、従来の入札制度下で

実現可能性の高いビジネスプランができているとは言えない。単純な価格競争に持ち込

まれないようなビジネス戦略の構築も必要であろう。しかし、そう容易にビジネス展開

できる国ではないので、むしろこのプロジェクトを足掛かりに、この拠点を膨らませて

いく必要があると考える。実施者は有期のプロジェクトを期限内に完了することを義務

付けられているが、NEDO はこの継続や継承についての仕組みも考えてほしい。 
・実証で開発した通信方式が公募対象とならず、具体的なビジネス展開には結びつかなか

った。インド国内のニーズが十分明らかになっておらず、今後のビジネスプランが不明

確に感じられる。 
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３．評点結果 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.6 A A B A B 
２．実証事業マネジメントについて 2.6 A A A B B 
３．実証事業成果について 2.6 A A A B B 
４．事業成果の普及可能性 1.6 B B B C C 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 

数値に換算し算出。 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．実証事業成果について 
・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．実証事業マネジメントについて 
 
４．事業成果の普及可能性 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

1.6 

2.6 

2.6 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．事業成果の普及可能性

３．実証事業成果

２．実証事業マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
 

  



  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿

次ページより、当該事業の事業原簿を示す。
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エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／

インド共和国（印国）におけるスマートグリッド関連技術に

係る実証事業

事業原簿

担当部
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

スマートコミュニティ部

「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／ 
インド共和国(印国)におけるスマートグリッド関連技術に係る実証事業」
個別テーマ／事後評価分科会  資料７
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本 紙    
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事業名 エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業 

実証テーマ名 
インド共和国（印国）におけるスマートグリッド関連技術

に係る実証事業 
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１．事業の概要 

                                                    

 

 

（1）概要 

【事業の背景と目的】 

我が国を始め世界各国は、エネルギー需要拡大に伴う地球温暖化対策やエネル

ギー安定確保などエネルギー・環境分野における様々な問題を抱えており、これらを

我が国の先進的な技術により解決していくことはグローバル市場における信任と評

価を高める視点からも重要である。とりわけインド共和国（以降インドという）では経

済成長に伴う電力需要の増大に対するインフラ整備の遅れから慢性的に電源が不

足しているため、負荷ピークの低減、停電の少ない高品質な電力供給、配電線路に

おける技術的・商業的ロス低減などを実現するスマートメータを始めとしたスマートグ

リッド関連技術の導入による配電設備・システムの拡充及びアップグレードは喫緊の

課題となっている。 

本事業の前に実施した 2014 年 3 月から 7 月までの基礎調査の結果、そのうちの

ひとつであるハリヤナ州パニパットの配電事業者（北ハリヤナ配電公社 Uttar 

Haryana Bijli Vitran Nigam Limited：以下「UHBVN」という。）が、①電力供給量の不

足、②長い事故停電時間、③盗電，電力メータ改ざん、料金徴収漏れなどの問題を

解決する我が国の優れたスマートグリッド関連技術及びその運用ノウハウや高効

率、高品質、高信頼度の電力供給システム構築にかかる知見の共有などへのニー

ズと高い期待を有していることが判明した。 

本事業では、当該地域の課題解決のためにスマートグリッド関連技術を用いた実

証システムを構築して効果検証し、その改善効果をもってインド国内でのスマートグ

リッドシステム事業の展開の足掛かりを築くとともに、事業成果の効果的な普及展開

を目指して、日本が保有する配電事業の運用ノウハウをユーザ企業に共有する普及

促進事業（キャパシティ・ビルディング事業）を実施した。 

 

（2）目標 

ハリヤナ州パニパット市の４フィーダ（Tehsil Camp フィーダ、City-I フィーダ、

Conduit フィーダ、Salarganj フィーダ）を対象に、UHBVN が抱える３つの課題（①電力

供給量の不足、②長い事故停電時間、③盗電，電力メータ改ざん、料金徴収漏れな

ど）の解決に向けて、以下の目標を設定した。 

 

１．スマートメータ通信技術の実証（実証事業）【課題①、③】 

実証対象４フィーダの需要家に TWACS 通信方式と RF Mesh 通信方式のスマー

トメータを設置することで、需要等のデータ収集を実現するとともに、TWACS 通信

方式と RF Mesh 通信方式の通信成功率を比較評価する。 
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２．ピークロード低減技術の実証（実証事業）【課題①】 

実証対象４フィーダの需要家に設置したスマートメータの収集電力量から、電力

需要を分析し、デマンドレスポンスをシミュレーションし、ピークロード低減効果を予

測する。 

 

３．配電系統の供給信頼度改善および配電系統監視・制御技術の実証 

（普及促進事業、実証事業）【課題②、③】 

実証対象４フィーダに日本で適用されている３分割３連系技術を導入し、

SAIFI/SAIDI を約 1/3 に低減する。また、配電監視・制御システムの構築による事

故停電時間短縮効果を検証する。 

 

４．技術的・商業的ロスの低減および配電ロス低減技術の実証 

（普及促進事業、実証事業）【課題③】 

日本で適用されている配電ロス解析手法を用いて、技術的ロス内の盗電と純粋

な技術的ロスを切り分け、技術的ロスを低減する。また、スマートメータから得られ

る電力量と柱上変圧器の電力量から配電ロス量を算出し、配電ロス低減に向けた

方策を検討する。 

 

５．柱上変圧器故障率の低減（普及促進事業）【課題②】 

日本で適用されている配電設備管理手法を導入し、変圧器メータによる柱上変

圧器の負荷管理と故障分析により、柱上変圧器の故障率を低減する。 

 

（3）内容・計画 

主な実施事項 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy 2018fy  

① 実証システム

の設計 
      

② 実証システム

の調達・設置 
  

    

③ 実証システム

の調整 
      

④ 実証システム

の運転 
     

 

⑤ キャパシティ・

ビルディング事

業（分析） 

 

     

⑥ キャパシティ・

ビルディング事

業（実践） 

      

（4）予算 
（単位：百万円） 

 

契約種類： 

（委託） 

会計・勘定 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy 2018fy 総額 

特別会計（需給） 

【実証事業】 
- 351 1,243 540 160 2,294 

特別会計（需給） 

【普及促進事業】 
45 226 210 51 17 550 
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総予算額 45 577 1,453 591 177 2,844 

（5）実施体制 

MOU 締結先 
電力省（ＭＯＰ）、財務省（MOF）、ハリヤナ州電力局、ハリヤナ

州北部配電公社（UHBVN） 

委託先 

実証事業： 

富士電機、住友電気工業 

キャパシティ・ビルディング事業： 

ＴＨＥパワーグリッドソリューション 

実施サイト企業 ハリヤナ州北部配電公社（UHBVN） 
 

 
２．事業の成果 

 

 

２．１ スマートメータ通信技術の実証 

(1) 本実証で開発したスマートメータは、実証後も UHBVN が継続してスマートメータによる料金徴収運

用ができるように、インドの工業規格である BIS(Bureau of Indian Standards）規格の認証をインド

国内の第１号機として取得（RF Mesh にて）し、BIS 規格準拠のスマートメータを開発・製造した。 

 

(2) スマートメータの通信方式は、TWACS 通信方式と RF Mesh 通信方式を採用した。加えて実証後も

UHBVN が継続してメータ運用することを考慮し、従来の通信方式である GPRS 通信方式も実証ス

マートメータに搭載し、バックアップ通信として動作する構成とした。よって、スマートメータと上位シ

ステムとの通信は、3 つのルートで接続されている。 

 
 

(3) TWACS 通信は、TWACS 通信ボートと SCE（Substation Communication Equipment）間を TWACS

プロトコルで通信し、SCE からの要求に基づき、TWACS 通信ボードが制御される仕組みである。ま

た、TWACS プロトコルは、配電線を介して通信するが、その方式はインターネット通信とは異なり、

電圧および電流の波形に歪みを入れ、その歪みを 1 ビットとして通信する方式である。電圧・電流

の歪みにより通信する技術であることから、変電所の SCE からフィーダ上の柱上変圧器を越えて

需要家に設置しているスマートメータとの通信を可能にする。SCE とスマートメータ間が配電線で

接続され、通電されている条件下で通信できる技術である。すなわち、脆弱なインドの配電線で

あっても、変電所から需要家へ給電されていれば、スマートメータの制御およびスマートメータから

のデータ収集ができる通信技術である。 
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(4) 一方、RF Mesh 通信は、メータ同士が通信しメッシュネットワークを構成してマルチホップ通信を

行って効率よくスマートメータ情報を上位システムに通信するスマートメータの一般的な方式であ

る。本実証で開発した RF Mesh 通信は、5 階層までメッシュネットワークを構成することができ、各

メータは無線強度の強いルートを定期的に検索し、最大 3 ルートまで記憶し DCU まで通信を行う。 

 
 

(5) インドの郊外エリアを対象としたスマートメータ市場は、規模が大きく、且つ変電所からメータまで

の距離が中長距離になる。TWACS 通信は、中長距離通信を特長の一つとしていることから、その

適用可否を確認するため、UHBVN と協議し、実証対象範囲とは別に中長距離（5km）での TWACS

疎通確認試験を実施した。 
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(6) TWACS 通信方式は中長距離通信も含め 99％以上の通信成功率であったのに対し、RF Mesh 通

信方式は、通信回数が多い 30 分値データ（Interval Read）取得において、85%から 90%の通信成功

率であった。以上より、TWACS 通信方式がより高い通信成功率となることを確認した。 

評価項目 TWACS 通信方式 RF Mesh 通信方式 

Scalar Read 

（計量値：1 回/日） 
99％以上 99％以上 

Interval Read 

（30 分値） 
99％以上 85%～90% 

中長距離通信：追加検証 

（1 回/時間 通信試験） 
99％以上 ― 

評 価 

 通信品質が高い 

 

 ３G 通信の範囲外もしくは不安定な

エリア（郊外の農村地域）でも通信可

能 

 通信品質が低く、30 分値ではデータ

欠損が発生する 

 ３G 通信の範囲外もしくは不安定な

エリア（郊外の農村地域）では、DCU

が通信できず適用不可 

 

２．２ ピークロード低減技術の実証 

(1) 電力需要分析 

① ピークロード低減に係る分析の事前準備として、実証対象の 4 つのフィーダに設置したスマート

メータの収集電力量により、電力需要を分析した。 

② 2019 年 1 月 1 日から 1 月 31 日までを対象に電力需要傾向を分析した結果、平日・休日の明

確な差は無く、需要のピークは午前中（7:00～10:00 近辺）と夜間（18:00～21:00 近辺）の 2 回発

生していることを確認した。また、集計の結果、電力需要の少ない需要家が多く存在することを

確認した。 
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③ 分析のため、需要家を電力需要量の少ない順に以下の基準で Gr1～Gr4 の 4 グループに分類

した。電力需要が日本平均以上の需要家を大規模需要家と位置付け、日本平均未満を中小

規模需要家とし、中規模需要家を２つに分類して３グループに分け、合計４グループに分類し

た。 

グループ 分類基準 

Gr1 1 カ月の電力需要から見て、ほとんど家電を所有していないと思われる需要家 

Gr2 1 カ月の電力需要が日本の平均*の 1/2 未満、かつ Gr1 を除く 

Gr3 1 カ月の電力需要が日本の平均*の 1/2 以上、かつ日本の平均*未満 

Gr4 1 カ月の電力需要が日本の平均*以上 

（＊）日本の 1 世帯当たり電力需要量は、2015 年度 247.8 kWh/月（出典：電気事業連合会） 

 

④ 4 グループに分類した結果、今回の分類基準では各グループの電力使用量はほぼ同じになっ

た。これは、Gr1 は需要家数の過半数を占めるが、個々の電力使用量が非常に小さく、一方で

Gr4は需要家数が少ないが、個々の電力使用量が大きいためである。また、電力需要のピーク

は、全てのグループにおいて午前中と夜間の２回発生していることを確認した。 
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(2) デマンドリミット制御による需要削減効果の予測 

① 今回の実証で開発したスマートメータには、電力需要を抑制するための機能として、デマンドリ

ミット制御機能を実装している。デマンドリミット制御機能は、30 分毎に消費電力量をチェック

し、事前にスマートメータに設定した電力消費リミットを超過した場合に電力供給を遮断し、30

分後に自動的に電力供給を開始する仕様とし、UHBVN と協議した上で採用した。スマートメー

タが毎時 00 分と 30 分に記録する電力量の計測とは非同期に動作する。デマンドリミット制御

が毎時 20 分と 50 分に動作した場合の計測イメージを以下に示す。 
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 デマンドリミット制御の動作タイミングと電力量計測タイミングの差異により、電力量は下記の

とおり計測される。 

 

 
 

② デマンドリミット制御による需要削減効果確認 

 デマンドリミット制御機能を使った需要削減効果を確認するため、以下の条件でシミュレーショ

ンを実施した。 

I. デマンドリミット制御実施時間帯は、需要のピーク時間帯である午前中（8:00～11:00）と

夜間（18:30～20:00）の 2 回 

II. Gr1 は、電力使用量が非常に少ないため、デマンドリミット制御対象外とする 

III. 各需要家の 1 日のピーク使用電力に対して、デマンドリミット値に 90%～50%の範囲を 10%

刻みで設定した場合のシミュレーションを行う 

 上記の条件でシミュレーションした結果を以下に示す。 
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 上記シミュレーション結果から、デマンドリミット制御により電力需要が削減できることを確認し

た。また、ピーク需要の 90%に相当する 850kWh をピークカット目標電力需要とした場合、デマン

ドリミット値を 80%にすれば良いことが確認でき、ピークカット目標に応じてデマンドリミット値を調

整して対応できることを確認した。 

 

(3) 電力料金反映に向けた分析 

① 分析の目的 

前述のシミュレーションでは、Gr1 を除く全ての需要家を対象にデマンドリミット制御機能を適

用したが、停電対策のために個人で自家発電を設置している需要家があり、追加料金を支

払ってでもできるだけ停電させたくないと考えている需要家もいると想定される。ここでは通常

の電気料金に加え、追加料金を支払ってデマンドリミット対象外とする契約（優先供給料金契

約）を設定した場合について確認した結果を報告する。 

 具体的には、電力需要の多い Gr2～Gr4 の需要家に対して、優先供給料金契約を設定した場

合に、どのような条件であれば制度が成立するかを確認する。 

 

② シミュレーションケース 

 Gr2～Gr4 の需要家に対して、どの程度の割合で優先供給料金契約することができるか、およ

びデマンドリミット値をどのように設定すれば良いかを確認する。具体的には、以下のケースで

シミュレーションを行う。なお、ピークカット目標は、ピーク需要の 90%に相当する 850kWh とした。 
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③ シミュレーション結果 

以下に、デマンドリミット値を 80%、７に設定した場合と、50%に設定した場合に、優先供給料

金契約者の割合を 8 割、6 割、4 割、2 割に変化させたシミュレーション結果を示す。 

 

 
 

 
 

④ 分析結果まとめ 

 シミュレーションの結果、デマンドリミット制御で 10%のピークカットを実現するには、優先供給

料金契約者数が、Gr2～Gr4 の需要家の 4 割以下でないと、制度が成立しないことが確認でき

た。 
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２．３ 配電系統監視・制御技術の実証／供給信頼度の改善 

(1) キャパシティビルディングチームにより現地調査を実施し、DSS/EAM を活用して、配電系統監視・

制御システム適用に関する系統設計（３分割３連系方式）を実施した。３分割３連系方式とは、

フィーダを３つに区分し、区間ごとに隣接するフィーダとの連系点を設け、ある区間が停電しても隣

接するフィーダから電力供給し、停電範囲を一つの区間に極小化する方式である。 

 
従来系統                          ３分割３連系方式 

 

(2) 配電系統監視・制御システム導入後の運転者教育として、３分割３連系方式の運用法、停電発生

時の復旧手順について、キャパシティビルディングチームによる教育を実施した。 

 

(3) 配電系統監視・制御システム導入後、事故発生から事故復旧までの所要時間を分析し、事故区間

以外の停電時間短縮効果を確認した。 

 

 
 

(4) 配電系統監視・制御システム運転員への教育を通じたスキルアップにより、さらに停電時間を短縮

できることも判明した。 

① 事故発生から再閉路までの時間短縮（１分以内に短縮） 

自動再閉路機能の使用により、瞬時故障か継続故障かを判定する時間を 1 分以内に短縮 

② 再閉路失敗から事故点の切り離しまでの時間短縮（２分以内に短縮） 

SCADA の運用習熟により、再閉路失敗以降の事故点切り離し操作を 2 分以内に短縮 

③ 事故点の切り離しから電力融通までの時間短縮（２分以内に短縮） 

SCADA の運用習熟により、事故点の切り離しから電力融通操作を２分以内に短縮 
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(5) 配電会社から入手した SAIDI・SAIFI 情報と、配電系統監視・制御システム導入後の SAIDI・SAIFI

を比較し、下表のとおり改善されたことを確認し、SCADA の運用習熟により、さらに停電復旧時間

が改善されることが期待される。 

 
 

２．４ 配電ロス低減技術の実証／技術的・商業的ロス低減 

(1) 配電システムロスの分析に向け、各需要家のスマートメータ、および配電変圧器に設置したメータ

のデータを元に、電力負荷予測手法を活用し、需要家の需要予測式を作成した。また、需要予測

式が実測値を再現していることを確認した。 

(2) 配電システムロスの分析として、配電変圧器のメータデータと、各配電変圧器に接続している需要

家の需要予測値の比較を実施し、盗電など何らかの異常が疑われる変圧器を抽出した。 

  
予測値との差分が大きく異常が疑われる変圧器  予測値と一致しており異常がないと思われる変圧器 

 

 

(3) 配電システムロス分析により、盗電など何らかの異常が疑われる変圧器を抽出し、差異分析・確

認のため、現地調査を実施した。 

（変圧器番号） （変圧器番号） (kWh) (kWh) 

（時刻） （時刻） 



  

1-15 
 

① 変圧器に接続されるメータ情報（顧客情報）が間違っており、顧客情報のリストに記載の無い

メータが、5 箇所存在したことが主要因であった。 

② また、現地調査の結果、実際の盗電箇所を発見した。 

 

(4) 盗電に関する低減策の提案を実施し、UHBVN により盗電の低減策を適用した。 

① 盗電に対する主な方策は以下のとおり。 

A) 定期的な盗電の検査や監視 

B) 電線の被覆電線への張替え 

② メータに関する主な方策は以下のとおり。 

A) メータの現地調査、再構成、試験、封印、取替え 

B) メータ収納ボックスの採用 

C) メータの柱上への移動 

D) 配電用変圧器に対し、チェック用の変圧器メータの取り付け 

(5) UHBVN は、スマートメータの遠隔遮断機能により、電気料金未払い顧客の電力供給を遮断した。

2018 年 10 月～2019 年 1 月の間に、約 1,300 件の顧客に対する電力供給を遮断し、電力供給遮

断による電気料金徴収効果を試算した。 

(6) 技術的・商業的ロスの対策により、技術的・商業的ロスが約 34%(実証前)から、18.6%(2018 実績)に

改善した。 

 

２．５ 柱上変圧器の故障率低減  

(1) 柱上変圧器の故障原因の分析を実施した。 

① 柱上変圧器の故障分析を実施し、浸水による絶縁破壊が主要因であることを特定した。 

② 修理箇所の分析から、気密漏れが浸水の主要因であることを特定した。 

③ 修理工程の改善策について提案実施した。 

(2) 柱上変圧器の現地巡視・補修作業において、現地教育を実施した。 

(3) 柱上変圧器の点検表を活用し、現地巡視を実施し、変圧器のランク分けを行った。これにより、変

圧器故障率を約 6%に低減できる見込みである。 
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※ＤＲを実施した場合の電力需要ピークカットにより期待される CO2 削減効果 

 

  

３． 事業成果の普及可能性 

 

 

３．１ 配電監視・制御システム（SCADA） 

今後 15 年間でインド全土に配電監視・制御システムが普及すると予測し、市場規模を推定した。その

上で、実証事業で得られた SAIDI（顧客一軒当たりの停電時間）改善結果からシステム導入効果を試算

し、投資回収期間を試算した。普及展開ステップは、実証で導入したシステムの拡張提案から行い、パニ

パット市内全域への展開を提案、さらに UHBVN 管轄への展開を目指す。また、他州への展開は、パニ

パット市内への展開成果をベースに、富士電機現地法人の拠点から各州の配電会社へのアプローチを

検討する。 

 

３．２ スマートメータ 

 実証開始時は、実証で TWACS の優位性を示した上で、RF Mesh や GPRS といったコモディティ技術で

コスト競争にならないよう、TWACS でビジネス展開する計画であった。しかし、GPRS 方式のみでの商用

スマートメータの入札が 2017 年 9 月に実施され、富士電機入札価格の 1/2 以下の価格で落札された。

公募した EESL（Energy Efficiency Services Limited）は、購入予定価格の４０％～５０％低い価格であっ

たと報告している。今回の落札価格が①市場価格として定着しさらに低価格化が進むか、②品質は満足

できるのか、③GPRS 方式のみでインド全土に展開できるのかを注視し、対策を検討する。 

引き続き、インドのスマートメータ市場のニーズをウォッチし、市場参入機会を狙って行く。  

 

４．代エネ効果・CO2 削減効果※ 
 

実証事業段階 普及段階 （2020） 普及段階 （2030） 

 

（1）省エネ効果による原油削減効果 51 KL/Year 51 KL/Year 29,247 KL/Year 

（2）代エネ効果による原油削減効果 - - - 

（3）温室効果ガス排出削減効果 198 ton/Year 198 ton/Year 112,665 ton/Year 
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用語集 

用語 意味 

AMI スマートメータ通信システム（Advanced Metering Infrastructure）

AT&C ロス 技術的・商業的ロス（Aggregate Technical & Commercial losses） 

BIS インドの標準規格（Bureau of Indian Standards）

DSS 系統解析ソフトウェア（Decision Support System） 

EAM 機器管理システム（Enterprise Asset Management） 

EESL 電力省傘下の公営企業（Energy Efficiency Serviced Limited） 

GPRS パケットデータ通信技術（General Packet Radio Service） 

ISGF 電力省傘下の官民連携組織（India Smart Grid Forum） 

MDMS メータデータ管理システム（Master Data Management System）

MOF 財務省（Ministry of Finance） 

MOP 電力省（Ministry of Power） 

MOU 覚書（Memorandum of Understanding） 

RF‐Mesh ワイヤレス メッシュ ネットワーク通信（Radio frequency mesh）

SAIDI 
顧客一軒当たり年間停電時間（System Average Interruption Duration 

Index） 

SAIFI 
顧客一軒当たり年間停電回数（System Average Interruption Frequency 

Index） 

SCADA 電力制御監視システム（Supervisory Control And Data Acquisition） 

SCE 
ス マ ー ト メ ー タ と TWACS 通 信 す る 親 機 （ Substation Communication

Equipment）

TWACS 
米国 Aclara 社の電力線通信技術（Two-Way Automatic Communication 

System） 

UHBVN 北ハリヤナ配電公社（Uttar Haryana Bijli Vitran Nigam Limited） 

瞬時故障 
雷サージフラッシオーバや飛来物，鳥獣，樹木などが電線に瞬間的に接触

することなどに起因する故障 

継続故障 
送電線または配電線の断線、機器の絶縁破壊及び他物との長時間接触な

どに起因する故障 

再閉路 
送電線または配電線の事故時に、事故で電流を遮断した遮断器の回路を

閉じて再び電流が流れるようにすること 

自動再閉路機能 

送電線または配電線の事故時に、ある一定の無電圧時間をおいて自動的

に遮断器を再投入する機能 

瞬時故障の場合は、自動で再送電が可能となる機能 

デマンドリミット制御 電力需要が閾値を越えたら電力供給を遮断する機能 
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２．分科会における説明資料

次ページより、事業の推進部署・実施者が、分科会において事業を説明する際に使用した

資料を示す。
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Tehsil Camp 17/18, Conduit: 70/91

(39.2%)
: ((18-17)+17+17+(91-70)) / (18+17+17+91)=39.2%

15.4% X 39.2% = 6.0%

Feeder Number of 
Transformer (A)

Number of failure 
transformer (B)

Failure rate
(B/A)

Tehsil Camp 18 5 27.8%

City-1 17 3 17.6%

Salarganj 17 4 23.5%

Conduit 91 10 11.0%

Total 143 22 15.4% *As of 2018
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参考資料１ 分科会議事録 
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研究評価委員会 

「エネルギー消費の効率化に資する我が国技術の国際実証事業／ 

インド共和国（印国）におけるスマートグリッド関連技術に係る実証事業」個別テーマ／ 

事後評価分科会 議事録 

 

日時：2019年10月1日（火）13：30～16：40 

場所：大手町サンスカイルームD室（朝日生命大手町ビル27階） 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   伊庭 健二 明星大学 理工学部 総合理工学科 電気電子工学系  

    教授／理工学研究科長 

分科会長代理 野呂 康宏 工学院大学 工学部 電気電子工学科 教授 

委員     加藤 丈佳 名古屋大学 未来材料・システム研究所 システム創生部門 教授 

委員     八太 啓行 一般財団法人電力中央研究所 エネルギーイノベーション創発センター  

 配電システムユニット ネットワークグループ グループリーダー 

委員     福味 敦  兵庫県立大学 国際商経学部 国際商経学科 准教授 

 

＜推進部署＞ 

武藤 寿彦 NEDO スマートコミュニティ部 部長 

佐野 亨 (PM) NEDO スマートコミュニティ部 主幹 

中  博一 NEDO スマートコミュニティ部 主査 

梅北 栄一 NEDO国際部 部長 

大嶋 修 NEDO国際部 専門調査員 

  

＜実施者＞ 

篠原 孝司 富士電機株式会社 パワエレシステム事業本部 エネルギーマネジメント事業部  

 電力流通総合技術部 電力技術課 担当課長 

前河 秀治 住友電気工業株式会社 パワーシステム研究開発センター 電力応用システム部 主幹 

本澤 純 THEパワーグリッドソリューション株式会社 ディレクター 

 

＜評価事務局＞ 

渡辺 幸一 NEDO国際部 統括主幹 

梅田 到 NEDO評価部 部長 

上坂 真 NEDO評価部 主幹 

宮嶋 俊平 NEDO評価部 専門調査員 

川井 佳子 NEDO評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．事業の概要説明 

5.1事業の位置付け・必要性、実証事業マネジメント 

5.2実証事業成果、事業成果の普及可能性 

5.3質疑応答 

 

（非公開セッション） 

６．事業の詳細説明 

6.1 実証事業成果、事業成果の普及可能性 

6.2 質疑応答 

 

（公開セッション） 

７．まとめ・講評 

８．今後の予定 

９．閉会  

 
議事内容 
（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

・開会宣言（評価事務局） 

・配布資料確認（評価事務局） 

２．分科会の設置について 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき事務局より説明。 

 ・出席者の紹介（評価事務局、推進部署） 

３．分科会の公開について 

評価事務局より資料2及び3に基づき説明し、議題6.「事業の詳細説明」を非公開とした。 

４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。 
５．事業の概要説明 

5.1事業の位置付け・必要性、実証事業マネジメント 

推進部署より資料5に基づき説明が行われた。 

5.2実証事業成果、事業成果の普及可能性 

実施者より資料5に基づき説明が行われた。 
5.3 質疑応答 

5.1及び5.2の説明内容に対し以下の質疑応答が行われた。 
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【伊庭分科会長】  それでは、詳細につきましては議題 6 で扱いますが、ただいまの説明に関しまして、

現段階でご意見・ご質問等はございますでしょうか。 

【加藤委員】  名古屋大学の加藤です。詳細な説明をありがとうございます。 

 まず、事業の設計について皆さんに質問します。14のプロジェクトがある中で、今回 1つを選ばれ

ているわけですが、他のプロジェクトと比較しての差異とか特徴といったものはどうでしょうか。ま

た、他はあまりうまくいっていないと言うご説明がありましたが、なぜこのプロジェクトはうまくい

ったのでしょうか。実証した内容が技術的に達成しやすかったのか、管理がうまくいっていたのか、そ

の辺のご説明を少し追加していただけないでしょうか。 

【佐野主幹】  他の事業について、詳しいことは我々も入手できていないのですが、3月のインドでの展示

会のときに、参加可能なプロジェクトが集まって発表会を行いました。それを見ている限りは、そもそ

も我々と同じようなデータを取ってくるところが難しいと見え、うまくいかなかったと考えられてい

るプロジェクトが多いという状況です。 

 ただ、できているところについては、我々が今日お示ししたような分析結果のグラフ等々、出てきて

おりましたので、それらに関しては、我々と同じような感じで進んでいると見えました。細かいところ

でどのような違いがあるかというところを申し上げる情報を持ち合わせておりません。 

【加藤委員】  ありがとうございます。 

【篠原担当課長】  今の補足なのですが、少なくとも我々委託先が入手している情報というのは、ISGF、

India Smart Grid Forumというところが発表されている資料からの情報です。その情報の中で、基本

的に成功という言葉は使っていません。正確に言えば、設置が完了した、どっちかというと完了という

ことです。したがって、我々のプロジェクトについても完了という表現になっているので、ほんとうに

成功したのか、うまくデータがとれているのかというのはちょっと分からないところがございますの

で、そのところをご了解いただきたいと思います。 

【野呂分科会長代理】  これは簡単な確認ですが、日本側とインド側でそれぞれ役割分担をされています

が、費用の負担も、主な役割分担がインド側になっているものについては、インド側で負担していると

考えてよろしいでしょうか。 

【佐野主幹】  はい、そうです。メーターの設置等々はインド側の費用で行っております。 

【八太委員】  実証事業のマネジメントに関する質問です。今回の事業では、現地の状況のために予想外に

苦労されたように見受けられました。事業のマネジメントとして、事前の計画に対して実際に進めて

いく中で、どこかを見直したり改善したりといった工夫はされたんでしょうか。 

【佐野主幹】  はい。発表の中でも少し申し上げましたけれども、インド側だけでやっていると難しそうな

部分については、日本側が、分担でいうと「◎」ではなくて「○」や「△」になっているような項目に

つきましても、かなり大きなポーションを持って関与するという形で計画を見直しまして、支援した

というところがございます。 

【福味委員】  ご説明ありがとうございました。2つほどお伺いします。１つはピークロード低減技術の実

証のところで、日本側の提案で、スマートメータにデマンドリミット制御機能を実装したということ

ですが、このシミュレーションの結果を受けて、先方の反応はどのようなものだったでしょうか。もう

１つは、変圧器の故障率低減のお話で、現場のワーカーレベルのところに出ていって指導されたとい

うことですが、インドの場合、ワーカーレベルとビルの中で働いている人の断絶というのがすごくあ

ると思います。ワーカーレベルの人たちには、どれぐらいの具体的な人数に指導されたのでしょうか。 

【篠原担当課長】  1つ目の質問から回答させていただきたいと思います。今回、先ほどもお話ししました

とおり、相手の配電会社の、「この方式が妥当である」という見解を受けて、採用していただきました。

最終的に幾つか実際にやってみせて、配電会社側からは、これをもうちょっと運用として使いたいと
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いう希望はもちろん出てきています。ただ、今回我々が提供したシステムの範囲というのは、どちらか

といいますとメーターの管理の部分でして、今回、使い方としましては、その 1つ 1つにシステムか

ら指定して、デマンドリミットを設定しなきゃいけないという、そういうレベルのものでした。 

 本来は、例えばこのフィーダにあるお客さんについては、全部この時間、一律にやるといった使い方

をされると思いますが、そういうのはもう１つ上の顧客管理のところからやらないとできないと思い

ます。若干そこの綱引きがあって、ぜひフィーダ単位であるとか、この地域の単位であるとか、そうい

う設定の仕方をしたいので、そこを考えてほしいとは言われたのですが、システムの役割分担として

は、そこを切り分けておかないと、非常に後々、またいろいろなものが膨らんできてしまうので、それ

は上位のシステムでやってくださいということになりました。使いたいという希望は非常にありまし

た。 

 2つ目については本澤さん、よろしいですか。 

【本澤ディレクター】  教育に関してなんですけれども、先ほど示した訓練設備を用いて、教育を行ってお

ります。そこには本社のメンバーと、現地パニパットの主要メンバーに参加していただくことで、教育

を行っております。そのパニパットの主要メンバーを起点にして、教育をさらに面的に広げていこう

というのが今回のキャパビルのやり方になっております。 

 ただし、パニパットの現地を巡回するときに、主要メンバーと一緒に行っているものと、さらにライ

ンマンを同行させて、我々が横の展開もサポートするという格好で教育をさせていただいているもの

とがあります。 

 実際の人数自体は、現地側のメンバーは 1 桁台にはなってしまいますが、そこから広げていくとい

う形でやっております。 

【伊庭分科会長】  それでは私から。今の福味委員の質問にも近いのですが、特に訓練センターというとこ

ろでトレーニングをしたということは、非常に新しいアクティビティーで、大事なところではないか

と思います。その教育を受けた側のレベルはどうでしたでしょうか。例えば、日本でいえば工業高校の

卒業生、もしくはインドで大学の教育を受けた学生であるか。もしくは作業者側の技量・能力といった

ところがどうであったかということの感触と、結果的に技術が定着していったかどうか、その辺を1点

教えていただきたいと思います。 

 もう 1 点です。いわゆる電力会社は、日本の場合ですと地域の特に優良な会社という位置づけにな

りますが、インドの場合はかえって、電力事業そのものが運営できないぐらい難しいと言われていま

す。なかなか事業として成立し得ないところとして、電気料金の回収がちゃんとできていない、お金が

取れないという話を聞いています。今回、事業の中に少し入り込んでみた段階で、電力事業そのもの

が、インドでちゃんと運営していくだけのバックグラウンドがあるのかどうか、この 2 点を教えてい

ただきたい。 

【本澤ディレクター】  まず、現地教育なのですが、先ほど申し上げた本社に来るメンバーについては、本

社側やパニパット現地の上位レベルのメンバーといった主力メンバーということで、彼らの教育レベ

ルは非常に高いですし、教育を受けての理解度も非常に速いです。実際に 3分割 3連系で事故が起こ

ったときをシミュレーションして、どう復旧させるというのも正確に理解しております。彼らに現地

メンバーに対して講義させるということもやってみましたが、そこでももちろん理解度が高かったで

す。 

 ただ一方で、現地のラインマンのレベルになりますと、ちょっと理解度が追いついていません。彼ら

も教育にできるだけ参加してはもらいましたが、やはりそこは理解度には開きがあるというのが正直

なところになります。ただ、例えば、先ほどお示ししましたチェックシートを起こして実際に作業をや

るという意味では、非常に実直にやっていただけており、その辺は浸透できているのかなと理解して
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おります。 

【篠原担当課長】  2点目のご質問で、電力会社の電力料金の回収といったあたりですけれども、少なくと

も私たちが把握できる事実として年々その赤字は減っています。2018年度は分からないですが、UHBVN

で2017年度はたしかマイナス30億程度です。全ての電気料金を回収できてはいません。 

 AT&C loss、要は商業ロスとテクニカルロスというものがございますけれども、商業的なロスのほう

が大きくて、それでも年々回収はできてきているようです。彼らは単純に電気を配って、それが幾ら回

収できたかというところでAT&C lossをどうも出しているようなのですが、以前始めたころは30何％

とかという話だったのですが、今は 20％台前半ぐらいまでは落ちてきています。どこにどう施策をと

っているかというのがはっきり分からないのですが、例えばケーブルの被覆線化といったこともやっ

ているようですので、今回のシステムに対しても非常に期待は大きく、停電が少なくなりつつありま

す。あと料金徴収も、料金を払わないお客さんには電気を配らないで、止めるということをしていまし

た。実際我々がオペレーションセンターにいますと、そうして止められたお客さんが次々来ました。電

気代を支払った領収書を持ってきて、「お願いです、電気を入れてください」とやってくる感じで、料

金徴収は徐々にやれるようになってきているような状況になっております。 

【伊庭分科会長】  ありがとうございます。追加ですけれども、メーカーのお立場で、今のMake in India

ということに関してです。将来的に配電のビジネスになりますと、物もたくさん売れるという可能性

もありますが、日本製品が将来インドのマーケットにたくさん入っていけるかどうか、感触としてど

のぐらいの感じかということです。これは非公開のほうのお話になるかもしれませんので、差し支え

ない範囲で教えていただければと思います。 

【篠原担当課長】  今のご質問ですけれども、ちょっと手探りのところがございます。今回導入したシステ

ムも、日本と同等では全くなく、日本ですと配電自動化のシステムを入れますけれども、今回、配電自

動化の機能は入れておりませんで、あくまでも遠隔の制御・監視プラス事故点の自動検出というもの

をやっております。どういうステップでこれからインドが発展していくのかというのを見ながらでな

いと、なかなか正確なお答えはできないと思います。 

 ただ、少なくとも今回インドに入れたシステムは、そういった今の監視・制御と事故点検出のレベル

でいえば何とか満足できるようなレベルであり、後ほどご紹介するインドの課題として、通信品質が

悪いですとかいろいろあるのですが、機能的には十分活躍できる内容になってございますので、イン

ド側もそれなりに期待していると思いますし、我々もそこには期待をかけているといったところです。 

【野呂分科会長代理】  追加で、あと2件ほどあります。1つはスマートメータの通信成功率の測定の件で

す。もともと事業の目的として何％という目標が決まっていない中で、今回得られた実際の値は十分

なレベルだったのか、あるいは目標としていたところがあり、それに対してどうだったかをお聞かせ

いただきたい。 

 もう1つは配電系統の監視・制御に関してです。3分割3連系方式で機器を持ち込んでいますが、お

そらく今はインドの中では普及していないと思います。例えば彼らがそこに対して自分たちで費用負

担をするというときに、それに対しての反応として、費用がこんなにかかるのかとか、あるいは、これ

なら自分たちでもやれそうだという話を、もし聞かれていたら伺いたいと思います。ひょっとしたら

次の非公開セッションのほうの話になるかもしれないので、可能な範囲でよろしければお聞かせくだ

さい。 

【篠原担当課長】  まず、必要な通信成功率というのが幾つかというのは、具体的には、なかなか正確には

言うことができないのですが、少なくとも機能的に申し上げますと、今の段階ですと、月々の電気料金

が計算できればいいことになります。ということは、月に１回もしくは２か月に１回ぐらいのスパン

で、必ずどのぐらい使ったかという計量がわかればいいということになります。そういった意味では、
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確かに30分値を定期的に取るというのは難しいのですが、1日に 1回取っている値から電気料金を計

算するという意味においては、十分であると判断しております。 

 もう１つ、3分割3連系の配電機器のお話ですが、今回、Asa Bhanu社（Asa Bhanu Technical Services：

以下Asa Bhanu社)というところを使いまして、配電機器についてはVCBとLBSを作っていただきまし

た。日本から持っていったというよりは、インドの中で部品を調達して組み上げたということです。イ

ンド全土を見ているわけではないので、ほかの州でどのぐらいそういったものがあるかというのは分

かっていませんけれども、少なくとも見かけたことはありません。そんなに簡単に作れないのかもし

れないのに加え、そういう発想が今のところないのかなという感じもしております。 

 そういう意味でいきますと、今後も Asa Bhanu と一緒にやっていこうと思っています。今回、Asa 

Bhanu にお願いしまして作る過程でいろいろ不具合がありました。製造上の品質という意味でいろい

ろとあり、こちら側からいろいろ指導して解決してきましたので、そんなに簡単に作れるものでもな

いのかなという気はしております。 

 
（非公開セッション） 

６. 事業の詳細説明 
  省略 
 
（公開セッション） 

７．まとめ・講評 

【伊庭分科会長】  これから議題 7、まとめと講評で。各委員の皆様から講評をお願いしたいと思います。 

 それでは、福味委員から順番にお願いできますでしょうか。 

【福味委員】  ありがとうございました。私はインド経済をずっと研究してきて、特に電力問題に関心があ

って見てきた者ですので、インドの電力部門の最大のアキレス腱は配電部門の財務にあり、その改善

のためには料金改定がありますが、それは政治的にほとんど手をつけることができませんので、ロス

の削減が一番大事だと考えております。 

 そういう点で、今回のプロジェクトで 40 数％だったロスを 20％台前半まで下げることができるこ

とを実際に数字として見せることができたのは、非常に大きな成果だと感じております。 

 それから、これもインドでいろいろとインタビューをしていると感じるのですが、新しい技術を入

れるだけではなく、彼らはマインドセットという言葉を使っていたのですが、その改革が大事だとい

うことをよく聞きます。それは消費者側の、盗電をしないというマインドセットと、配電会社の職員の

マインドセットの両方を指しているのですが、今回のキャパシティ・ビルディングでは、ラインマンな

どのトレーニングを通じて、職員側のマインドセットを変えていくという、非常に画期的な試みだっ

たと思っています。 

 ただ、先ほど少しお話がありましたが、ビジネスとしては、なかなか食い込むのが難しいという印象

があります。まずはステップ・バイ・ステップで、ハリヤナ州の中で監視範囲を拡張していくというご

説明がありましたが、そこがうまくいくといいと、私としては期待を込めて、見守っていきたいと考え

ております。 

【八太委員】  本日はいろいろご報告をありがとうございました。今回の事業は 4 年間と限られた時間で

もあり、また相手となる地域が海外で、しかもインドの中でもかなり厳しい環境のところで実証され

たということで、なかなか難しかったところも多かったと思います。事業者さんにはいろいろとやっ

ていただきましたが、環境などを考慮すると、しっかりした成果が上がったと思っています。特に、停

電や電力ロスなど、数字の上で改善効果が大きく出ているところが確認できましたので、非常によか
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ったと思います。 

 また、海外にはインドのみならず、電気事業として進めていく環境が難しい地域がたくさんあるか

と思いますので、今回のプロジェクトの成果を、ほかに向けての今後の知見として有効に活用してい

ただければと思います。成果報告書についても、今後の公開されるものに期待したいと思います。 

【加藤委員】  まずは大変難しい地域でこれだけの成果を上げられたことに対して、敬意を表したいと思

います。特にスマートメータの設置・導入に際してしっかりとした管理で運転されたことに対しては、

非常にご苦労があったのだろうと思います。 

 その上でですが、スマートメータを入れていくには価格勝負になるということは仕方がないことで、

これはある意味、予想されたことだっただろうと思います。先ほど福味委員からマインドセットとい

う言葉もありましたが、もう少し余裕があれば、こういう実証事業を通じて、単に価格だけではなくち

ゃんと動く、機能するということも含めての評価に持っていける形の仕組み、あるいは流れで今後に

つながるようなものができると良いと思って見ていました。 

 報告書の中でも、今後の展開ではどんなところに重点を置くべきかについて、単に物を入れるので

はなく、仕組みを変えていく、あるいはマインドを変えていくというところであると良いと思います。 

 また、トレーニングセンターというのは大変有意義なものであると理解しました。ここでも大変な

ご尽力があったかと思います。現場レベルの人の協力を広げていくには数をこなさなければいけませ

んので、そこをいかに展開していくかについて、今回得られた知見から今後につながるところを報告

書で書いていただけるといいのではないかと思います。 

【野呂分科会長代理】  まず、ありがとうございました。日本とインドとでは、おそらく全然勝手が違い、

大変ご苦労されたのではないかというところはよく伝わってきました。今回の成果で、課題のところ

はよくわかってきており、それをこの先にどういうふうにつなげていくかというところが重要と思い

ます。課題の部分は、オールジャパンできちんと共有できるような形にして、それを次につなげるとこ

ろでは、ディスカッションの中でもいろいろ出てきましたけれども、これでおしまいということでは

なく、継続していろいろとやっていくことだと思います。そうでなくて、次のプロジェクトでまた一か

ら始めるというのでは事業の成果として有効活用できないと思いますので、引き続き何かを仕掛ける

ような形で、それをつなげていく方法も含めて、進めていただければと思いました。 

【伊庭分科会長】  私も、これはかなり難しい案件であり、重要度の高いものに対して、非常に果敢に取り

組まれて、とてもよい成果が出た案件ではないかと評価をしております。本当に頭が下がる思いで、よ

くおやりになられたと、敬意を表したいと思います。 

 特にインドですと、先ほど福味委員もご専門の先生もおっしゃったとおり、ノンテクニカルロスの

低減は非常に重要ですが、今回はここの 4フィーダで日本円にして 5,300万円と、かなりの大きな金

額を取り返している。その率についても、かなりの改善ができたということに関しても、非常に成果が

あったと思います。 

 また、具体的に 4 フィーダを借りて使わせてもらってという、現地で向こうのシステムに手をつけ

るということ自体が、なかなか簡単なことではないと聞いています。これもやはりNEDOさんのサポー

トなしではできない案件ですし、そこで相手のネットワークに実際に手をつけて成果が上がったとい

うのは、非常に大きかったと思います。 

 私は、これからの電力ビジネスの展開は、インドだけではないですけれども、配電のほうから広がっ

ていく可能性が非常に高いと思います。今までは重厚長大な原子力発電所を何台設置するとか、UHVの

送電線を何本張るとかいう視点で物事を見ていた時代があったと思いますが、今後はおそらくそうで

はなく、配電網のほうからビジネスが立ち上がってくるということになると思います。電力需要の伸

びについても、例えばインドの方々が今後日本人と同等、もしくは、場合によっては10分の1ぐらい
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の電力を使うようになった時点でとんでもない電力の需要が発生することを考えますと、ビジネスと

しては非常に大きいものと見ざるを得ません。そうすると、日本の産業界がここで力を発揮するとい

うことがどうしても必要になってくるということで、とても良い先鞭をつけられたのではないかと思

います。 

 ただ、いざ入札レベルとなりますと、まだまだ勝てないというところもありますし、まだ難しい問題

があります。今後の話としまして、このプロジェクトがせっかくここまで良い成果を上げている以上、

何年かたった後に「あれはどうなった？」と聞かれたときに、「あれはああでしたね」ということで終

わってしまったという形ではなく、例えばトレーニングセンターも大きくなっています、あるいは第2

弾、第 3 弾がここにでき、パニパットだけではなくてまた新たに始まっています、というような話に

なっていただきたい。ここでおしまいとなると、どうしても悔しい気がいたします。 

 そういう意味では、NEDOさんや経済産業省の方々に関しても、もちろん単に費用を出せばいいとい

う話ではなく、メーカーとコンサルティング会社だけではとてもできないような運営上の点を、何か

上手な形でサポートいただき根づかせるということで、この種（たね）がもっともっと芽を出して大き

くなっていくという方向に持っていっていただだきたいという感じを持っております。 

 講評という意味では、私からはここまでですが、また先生方から、追加でこういうことも言っておき

たかったというのはございますか。よろしいですか。 

 それでは、事務局にお返しいたします。 

【宮嶋専門調査員】  委員の先生方、ご講評ありがとうございました。NEDOのスマートコミュニティ部長

及び国際部長から、一言ずついただけますでしょうか。 

【武藤部長】  NEDOスマートコミュニティ部長の武藤です。本日は長時間にわたり活発なご議論をいただ

き、ありがとうございます。 

 我々も、国内の市場への展開が今後難しくなってくる中にあって、日本の技術をもって海外に適合

させていくことというのは非常に重要なことなのではないかと考えて、このような事業を支援させて

頂いています。そういった中でも、インドは非常に注目していますが、その一方で、難しいところもあ

りまして、今日の議事の一部でもお話がありましたが、特にこのパニパットという地域はパキスタン

との国境近くに位置しており、先般のインドとパキスタンの関係が不安定となった際にも、近隣の空

港が閉鎖されるといったことも発生しており、そういった意味では皆さん非常にご苦労をされたかと

思います。 

 そうした中においても、今回の事業はキャパビルといった運用部分も含めた形で構成しており、非

常に野心的な取り組みであったかと思います。結果として、先生方からご講評をいただいたとおり、配

電ロスや停電時間の低減といった点で、インドでの社会貢献という観点からも一定の成果を上げてい

るのではないかと思います。 

 我々もこれまでの国際実証の経験を踏まえると、特に電力システムや電力市場等の環境がどの国も

急激に変化している状況ですので、今回の事業を足がかりにして、近い将来に広く展開が期待される

と考えています。NEDOとしても、我々が本日頂いたご指摘・ご助言等を踏まえて、今後インドにもし

っかりPRしていきたいと思っていますし、特に来週はインドの配電公社であるUHBVNのトップの方な

ども来日されると聞いており、この機会にセミナー開催なども考えています。このような形でNEDOと

しても必要な努力をしていきたいと思います。 

 本日は長時間にわたりご意見をいただき、ありがとうございました。 

【梅北部長】  国際部の梅北と申します。本日は伊庭先生はじめ、委員の先生方、説明してくださいました

企業の方々、長い間活発なご議論をしていただきまして、どうもありがとうございます。 

 4年間の実証事業だったということで、今日の説明にもいろいろにじみ出ておりましたが、インドの
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非常に脆弱な通信事情だとか、工事が貧弱だとか、低コストである入札に悩まされるとか、いろいろな

問題は出たと思います。そしてそういったインドで典型的な問題に対して、インドのパートナー企業

とタッグを組んでお進めになり、キャパビルという仕組みを導入して、インドにもメリットを感じさ

せるような取り組みをされている。事業が継続するようにということだと思いますが、そういった取

り組みを通じて一定の事業の成果を上げられたということで、ほんとうに敬意を表したいと思います。 

今後は、また更にフォローアップをされるということを聞いておりますし、特にこの先 4 年間、保守

管理に関わるかどうかということも気になってくるところだと思いますので、この実証で得られた教

訓をもとに、ぜひ今後とも活動を継続していただければと思っております。どうかよろしくお願いし

ます。 

 今後の活動に対するNEDOからのお願いとしては、今回得られた教訓をもとに、インドでこの厳しい

環境の中で事業をする時に、どういうところに日本企業というか今回のチームとして強みを見出して、

事業を展開し貢献していくのかということと、途中で欧米企業との活動との比較のような話が少し話

題になりましたが、そういったところとも比較してどういうところに強みを見出すのか。機器だけで

は難しい、では機器全体を含めたシステムなのか、さらにキャパビルも含めた全体的なマネジメント

なのか等、いろいろなイシューはあると思いますが、それを今後の展開にも繋げるために、引き続き取

組に反映していただければと思っておりますので、どうかよろしくお願いいたします。ありがとうご

ざいました。 

【伊庭分科会長】  今、NEDOさんからもお話が出ましたが、私から少しお願いをしたいのは、いろいろな

ところでいろいろな講評をして情報発信をしていただく場もまた必要なのかなと思います。スマコミ

サミットや、日印のいろいろな活動の中でも、このような活動ができていますよということをどんど

ん公表していただきたいような気もします。また、ノウハウまではもちろん出せないとしても、インド

にこれから出ていこうという企業さんに対しても、何かプラスになるような情報をいただいて、こう

いうふうにやればうまくいくのかもしれないというヒントでも発信をしていただいたら、プラスにな

るという感じがいたします。 

 また、今日は委員のメンバーだけではなくて、たくさんの傍聴の方々も来ていらっしゃって、ありが

たいと思っていますが、特にオブザーバーとして、経済産業省から下田係長もおいでになられていま

すので、少しご講評をいただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

【下田係長】  資源エネルギー庁の下田と申します。本日はご報告、どうもありがとうございました。 

 現場での話や写真を見せて頂き、皆さまのご苦労を実感致しました。ご承知のとおり、日印の二国間

は、首脳外交に見られるように緊密な協力関係を築いてきており、エネルギー分野でも、大臣レベルの

日印エネルギー対話を開催して、協力を進めてきております。皆さまの活動の１つ１つが日印エネル

ギー協力を積み上げていると思いますので、そういった意味でもご苦労されている皆さまに感謝をし

たいと思います。 

 本日、評価委員の方から、出てきた成果をしっかり発信し、これで終わりにしないで次につなげるこ

とが重要だというお話があったと思います。まさに日印エネルギー対話の枠組み、特にその下にある

電力ワーキンググループを活用して、明らかになった課題やこれまでの成果をPRしていくことは、私

たち政府でもお手伝いできると思いますので、引き続き宜しくお願いいたします。 

【伊庭分科会長】  ありがとうございます。非常に力強いお話で、大変ありがたいと思っております。私

も、電力の産業そのものに関して、今後のインドへのアプローチでは、スマコミのほうから攻めていく

という方法が唯一成功するのではないかという感じがしますので、ぜひそこのところをまたよろしく

お願いしたいと思います。 

 それでは、これでまとめ・講評ということで、議題7を終わりにしたいと思います。 



参考資料 1-10 

 

８．今後の予定 

 
９．閉会 
 
  



参考資料 1-11 

配布資料 

資料1 研究評価委員会分科会の設置について 
資料2 研究評価委員会分科会の公開について 
資料3 研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘と非公開資料の取り扱いについて 
資料4-1 ＮＥＤＯにおける制度評価・事業評価について 
資料4-2 評価項目・評価基準 
資料4-3 評点法の実施について 
資料4-4 評価コメント及び評点票 
資料4-5 評価報告書の構成について 
資料5 事業の概要説明資料（公開） 
資料6 事業の詳細説明資料（非公開） 
資料7 事業原簿（公開） 
資料8 今後の予定 

 

 

 

以上 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

参考資料 2-1 
 

 
 

NEDOにおける制度評価・事業評価について 

 
 
1. NEDOにおける制度評価・事業評価の位置付けについて 

NEDOは全ての事業について評価を実施することを定め、不断の業務改善に資するべく評価を

実施しています。 

評価は、事業の実施時期毎に事前評価、中間評価、事後評価及び追跡評価が行われます。 

NEDOでは研究開発マネジメントサイクル（図 1）の一翼を担うものとして制度評価・事業評

価を位置付け、評価結果を被評価事業等の資源配分、事業計画等に適切に反映させることによ

り、事業の加速化、縮小、中止、見直し等を的確に実施し、技術開発内容やマネジメント等の

改善、見直しを的確に行っていきます。 

 
図 1 研究開発マネジメントサイクル概念図 

 
2.評価の目的 

NEDOでは、次の 3つの目的のために評価を実施しています。 

(1)業務の高度化等の自己改革を促進する。 

(2)社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む。 

(3)評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する。 

 

3. 評価の共通原則 

評価の実施に当たっては、次の５つの共通原則に従って行います。 

(1)評価の透明性を確保するため、評価結果のみならず評価方法及び評価結果の反映状況を

可能な限り被評価者及び社会に公表する。 
(2)評価の明示性を確保するため、可能な限り被評価者と評価者の討議を奨励する。 
(3)評価の実効性を確保するため、資源配分及び自己改革に反映しやすい評価方法を採用す

る。 
(4)評価の中立性を確保するため、外部評価又は第三者評価のいずれかによって行う。 
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(5)評価の効率性を確保するため、研究開発等の必要な書類の整備及び不必要な評価作業の  

重複の排除等に務める。 
 

4.制度評価・事業評価の実施体制 

  制度評価・事業評価については、図 2に示す実施体制で評価を実施しています。 

 ①研究評価を統括する研究評価委員会をＮＥＤＯ内に設置。 

②評価対象事業毎に当該技術の外部の専門家、有識者等を評価委員とした研究評価分科会を

研究評価委員会の下に設置。 

③同分科会にて評価対象事業の評価を行い、評価報告書が確定。 

④研究評価委員会を経て理事長に報告。 

 

 

図 2 評価の実施体制 

 
 
5. 分科会委員 
  分科会は、対象技術の専門家、その他の有識者から構成する。 
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「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／インド共和国(印国)にお

けるスマートグリッド関連技術に係る実証事業」個別テーマ／

事後評価に係る評価項目・基準

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) 意義

・ 対象技術について、国際的な技術水準や競合技術の状況が適切に分析され、我が国が強

みを有するといえるものであったか。

(2) 政策的必要性

・ 案件の発掘、実施可能性調査でのプロポーザル、実証での売り込みなどのフロー全体を

通じて、我が国の省エネルギー、新エネルギー技術の普及が促進され、世界のエネルギ

ー需給の緩和を通じた我が国のエネルギーセキュリティの確保に資するものであったか。

また、温室効果ガスの排出削減に寄与するものであったか。

・ 当該フロー全体を通じて、インフラ・システム輸出や普及に繋がる見通しが立っていた

か。

・ 同時期以前に同じ地域で、同じ技術の実証や事業展開がなされていなかったか。

・ 日本政府のインフラ・システム輸出推進等の政策の趣旨に合致していたか。

・ 対象国政府との政治・経済的な関係を考慮した効果的なアプローチとなっていたか。

(3) NEDO関与の必要性

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、公的資

金による実施が必要とされるものであったか。とりわけ、技術的な不確実性の存在、普

及展開を図る上での運転実績の蓄積、実証を通じた対象国における政策形成・支援の獲

得など、実証という政策手段が有効であったか。

・ 採択時点で想定していた事業環境や政策状況に関する将来予測・仮定について、実証終

了時点の状況との差異が生じた要因を分析した上で、採択時における将来予測・仮定の

立て方が妥当であったか。また、将来予測・仮定の見極めにあたり今後どのような改善

を図るべきか。

２．実証事業マネジメントについて 

(1) 相手国との関係構築の妥当性

・ 対象国と日本側との間で、適切な役割分担及び経費分担がされたか。

・ 対象国において、必要な資金負担が得られていたか。

・ 対象国における政府関係機関より、電力、通信、交通インフラ、土地確保等に関する必

要な協力が得られたか。今後の発展に資する良好な関係が構築できたか。

・ 当該実証事業は、対象国における諸規制等に適合していたか。

(2) 実施体制の妥当性

・ 委託先と対象国のサイト企業との間で、実証事業の実施に関し協力体制が構築されたか。

サイト企業は必要な技術力・資金力を有していたか。
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・ 委託先は、実証事業の実現に向けた体制が確立できていたか。当該事業に係る実績や必

要な設備、研究者等を有していたか。経営基盤は確立していたか。 

 

(3) 事業内容・計画の妥当性 

・ 実証事業の内容や計画は具体的かつ実現可能なものとなっていたか。想定された課題の

解決に対する方針が明確になっていたか。 

・ 委託対象経費について、費用項目や経費、金額規模は適切であったか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化に向けた取組が適切に検討

されていたか。 

・ 事業の進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏かつ

適切に対応していたか。 

 

３．実証事業成果について 

(1) 事業内容・計画の達成状況と成果の意義（省エネ又は代エネ・CO2削減効果を含む） 

・ 事業内容・計画目標を達成していたか。 

・ 未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把握し、

この課題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるものであったか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られていたか。 

・ 設定された事業内容・計画以外に成果があったか。 

・ 実証事業に係る省エネ効果又は代エネ効果、CO2削減効果は妥当な水準であったか。 

 

４．事業成果の普及可能性 

(1) 事業成果の競争力 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において需要見込みがあるか。将来的に市場の拡

大が期待できると考えられるか。（調査実績を例示できることが望ましい。） 

・ 普及段階のコスト水準や採算性は妥当と考えられるか。また、実証事業終了後から普及

段階に至るまでの計画は明確かつ妥当なものになっていると考えられるか。 

・ 競合他者に対する強み・弱みの分析がなされているか。特に、競合他者に対して、単純な

経済性だけでない付加価値（品質・機能等）による差別化が認められるか。 

・ 想定される事業リスク（信用リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスク、規制リス

ク等）が棚卸されているか。その上で、これらリスク係る回避策が適切に検討されてい

るか。 

 

(2) 普及体制 

・ 営業、部材生産、建設、メンテナンスなどの役割分担毎に、技術提携や合弁会社の設立な

ど、ビジネスを実施する上での体制が検討されているか。（既に現地パートナーとの連携

実績がある、現地又は近隣地に普及展開のための拠点設置につき検討されていることが

望ましい。） 

・ 当該事業が委託先の事業ドメインに合致している、又は経営レベルでの意思決定が行わ

れているか。 
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(3) ビジネスモデル

・ 対象国やその他普及の可能性がある国での普及に向けて、具体的かつ実現可能性の高い

ビジネスプランが検討されているか。

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及に資する営業活動・標準化活動が

適切に検討されているか。

・ 日本企業が継続的に事業に関与できるスキームとなっていることが見込まれるか。

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化を考慮したビジネスプラン

が検討されているか。

(4) 政策形成・支援措置

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及のために必要な政策形成・支援措

置が検討されているか。

(5) 市場規模、省エネ又は代エネ効果・CO2削減効果

・ 2020年及び 2030年時点における当該技術による市場規模、省エネ効果又は代エネ効果、

CO2削減効果は妥当な水準となっているか。当該技術を導入することにより、経済性では

測れない社会的・公共的な意義（インフラ整備等）があるか。



本評価報告書は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集しています。 

２０２０年１月

NEDO 評価部 
部長 梅田 到 

担当 宮嶋 俊平 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載しています。

（https://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

ミューザ川崎セントラルタワー20F

TEL 044-520-5160  FAX 044-520-5162 
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